平成２６年度　第９回人事委員会会議結果
	１　開催日時


　　　平成２６年８月２９日（金）午前１０時～１０時３０分
	２　開催場所


　　　人事委員会委員室（県庁第二庁舎７階）
	３　出席者


【人事委員】

　　委 員 長    曽　我　紀　厚

　　　　　委　　員　　中　原　　　都

　　　　　委　　員　　上　田　博　久
　　【事務局職員】　

　　　　事務局長　　三王寺　由　道　　次長兼任用課長　　谷　口　正　博

　　　　給与課長　　吉　野　一　朗　　係　　長　　　　　有　岡　博　己　　

　　　　係　　長　　向　井　京　子　　係　　長　　　　　河　村　　　淳　　

　　　　係　　長　　玉　野　明　子

【傍聴者】　　　なし
	４　議　題


    　　　　　　委員長の選挙及び委員長職務代理者の指定について

   　　　　　　 会議出席者及び議事録作成者の指定について

    議案第１号　人事委員会告示（選考により採用又は昇任させる職）の一部改正について

    議案第２号　選考により採用することができる職に係る承認について（弁護士）

    議案第３号　選考により採用することができる職に係る承認について（作業療法士）
	５　議事の公開・非公開


　　議案を公開とした。
	６　議　事


　１　委員長の選挙及び委員長職務代理者の指定について

　　　曽我委員の委員長任期が平成２６年８月２６日で満了したため、新委員長の選挙及び委員長

　　職務代理者の指定を行った。

　　　委員互選の結果、曽我委員の委員長再任と決定した。

　　　続いて、曽我委員長が中原委員を委員長職務代理者に指定した。

　２　会議出席者及び議事録作成者の指定について

　　　人事委員会の会議出席者及び議事録作成者として、曽我委員長が次の者を指定した。

　　①　鳥取県人事委員会議事規則第５条に定める委員長の指定する会議出席者

　　　　吉野給与課長、有岡係長、向井係長、河村係長、玉野係長

　　②　同規則第７条に定める委員長の指定する議事録作成者

　　　　有岡係長

　　他の議事について公開又は非公開のどちらとするかについて審議を行い、議案を公開とすることに

　ついて全員の合意を得た。

　３　議案第１号

人事委員会告示の一部改正について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

【説　明】

　以下のとおり人事委員会告示の一部を改正しようとするもの。

①　告示の名称

　　選考により採用又は昇任させる職（平成18年鳥取県人事委員会告示第１号）

②　概要

　　知事部局では、今後、地域の実情に応じた法律的判断が求められ、県の法務能力を問われる機会が

　ますます拡大していく傾向にあり、迅速かつ的確な相談体制の確立、職員の法令解釈等の能力向上を

　図る必要があることから、弁護士の持つ法律分野における高度の専門的な知識経験を活用するととも

　に、当該職員との日常的な業務での関わり等を通じて、他の職員の法務能力の向上を図ることとして

　いる。

　　弁護士の職は、その専門性及び資格取得に係る難易度が非常に高く、競争試験による能力実証が困

　難となるおそれがあると考えられるため、その採用は選考によることとし、また、前例のない新たな

　職であることから、当面は選考実施前に人事委員会の承認を求めることにより選考方法の妥当性等を

　審査するため、新たに「常に選考によるものとするが、実施に当たりあらかじめ人事委員会の承認を

　要するもの」として定める。
③　施行期日

平成26年９月２日

　４　議案第２号

　　　選考により採用することができる職に係る承認（弁護士）について、事務局が説明し、原案のと

　　おり決定した。

【説　明】

　職員の任用に関する規則第19条第２項の規定に基づく選考職の承認について、鳥取県知事から次のとおり申請があり、適当と認められるので申請のとおり承認しようとするもの。

①　申請のあった職

　　弁護士

②　採用予定者数

　　１名程度

③　採用予定日

　　平成27年４月１日

④　申請理由

　　多様かつ複雑な行政課題への対応が問われる県政においては、地域の実情に応じた法律的判断が求
　められ、県の法務能力を問われる機会がますます拡大していく傾向にあり、迅速かつ的確な相談体制
　の確立、職員の法令解釈等の能力向上を図る必要がある。

　　この対応には、法律分野における高度の専門的な知識経験が必要であり、当該知識経験を有する弁
　護士を採用する必要がある。

⑤　選定方法

　　知事部局において採用試験を実施。

　(１)　試験内容

　　　　・書面審査　経歴調書に基づき、職務遂行に必要な経歴、専門性等について審査

　　　　・人物試験　個別面接による専門知識・人物についての口述試験
　(２)　受験資格

　　  　弁護士として訴訟活動に関する実務経験を２年以上有している人又は平成27年３月31日まで
　　　に当該実務経験が２年以上となる見込みの人

      　※年齢要件なし

⑥　人事委員会の判断

　　上記の職は、「常に選考によるものとするが、実施に当たりあらかじめ人事委員会の承認を要するも

　の」として整理されている職であり、また選定方法も適当であると判断する。

⑦　施行日

　　平成26年９月２日予定

　　※平成18年鳥取県人事委員会告示第１号（選考により採用又は昇任させる職について）の一部改正

　　の施行日とする。

【質　疑】

委　員

　　これは職員として採用になるのか。

事務局

　　そうである。

委　員

　　弁護士として職員と兼職ができるのか。

事務局

　　いったん公務員になれば兼業は禁止される。

委　員

　　弁護士会で義務付けられている公務というのがあるが、それはどうなるのか。義務付けられた研修
　もあったりするが。以前、企業に入っている弁護士も、国選弁護士を引き受けろという話があった。
　弁護士登録はするのか。

事務局

　　弁護士会への登録は義務付けてはいない。

委　員

　　弁護士会へ登録しないと対外的には弁護士とは名乗れない。

　　受験案内において、債権回収の経験がある者を優先的に採用すると言っている中で、弁護士として

　活動したり通知を出したりするのであれば、登録しないといけない。

　　登録した場合の弁護士会費をどうするのか、弁護士会で義務付けられる研修をどうするのかという　

　論点は出てくると思うが、他の自治体も同じ問題に直面しているはずである。

事務局

　　逗子市の例が議案の７ページに載っており、受験資格で弁護士会登録を求めている。

事務局

　　方法としては、営利企業の従事許可というのを受ければ、弁護士としての業務を行うことはできる。

　医師の場合でも、民間の病院から要請を受けた場合は、公立病院から医師を派遣させるという法律が
　できているらしい。そういった場合は、営利企業の従事許可を受けて、報酬を受けながらでも業務を
　行うことができる。

委　員

　　逗子市の場合は、弁護士会業務は義務的なもののみ可能としているので、弁護士会業務を行うとす
　ればそういった扱いになると思うが、問題は弁護士会費である。それをどうするのかということで、
　自治体や会社でも色々な扱いがあるのだと思う。

　　実際に採用する時には聞かれると思うので、そういったことも採用時に議論しておく必要があると

　思う。

事務局

　　これまでの任期付職員の場合は、問合せもあったようだが、予算の支出根拠も難しいということで、

　弁護士会登録は本人に任せるということにしていたようだ。

委　員

　　弁護士会費をどうするか、プロボノ的な弁護士としての業務をどうするかという２つの問題がある。
　訴訟代理人として出るわけではないので、登録しないということでも良いと思う。

　　これらの課題はあるが、今回の申請については承認して良いと思う。

　５　議案第３号

　　　選考により採用することができる職に係る承認（作業療法士）について、事務局が説明し、原案
　　のとおり決定した。

【説　明】

　職員の任用に関する規則第19条第２項の規定に基づく選考職の承認について、鳥取県知事から次のとおり申請があり、適当と認められるので申請のとおり承認しようとするもの。

①　申請のあった職

　　作業療法士

②　採用予定者数

　　１名程度

③　採用予定日

　　平成27年４月１日

　　ただし、欠員の状況によっては、それ以前に採用する場合もありうる。

④　申請理由

　　来年度以降の退職、育児休業等の状況を勘案し、採用者を確保する必要があるため。

⑤　選定方法

　　知事部局において採用試験を実施。

　（１）　試験内容

　　　ア　第１次試験

  　　　　・教養試験　公務員として必要な一般的な知識及び知能についての筆記試験                  　　　　　　　　　

　  　　　　　　　　　（多肢選択式40問）

          ・専門試験　必要な専門的知識についての筆記試験(多肢選択式40問及び記述式３問)

          ・適性検査　職務遂行に関する適性についての検査

　　　イ　第２次試験

　　      ・作文試験　公務員として必要な識見、思考力、表現力などの能力についての筆記試験（１

　　　　　　　　　　　問）

        　・人物試験　個別面接による人物・知識についての口述試験

　（２)　受験資格

　　 ア　年齢　昭和54年４月２日以降に生まれた人（35歳以下）

　　 イ　資格　理学療法士及び作業療法士法第３条に規定する作業療法士の免許を有する人又は平成　

　　　　　　　 27年４月30日までにこの免許を取得する見込みの人（第49回（平成26年）以前の作

　　　　　　　 業療法士国家試験の合格者については、平成27年３月31日までにこの免許を取得する

               見込みの人に限る。）

⑥　人事委員会の判断

    上記の職は、「常に選考によるものとするが、実施に当たりあらかじめ人事委員会の承認を要するも

  の」として整理されている職であり、また選定方法も適当であると判断する。

【質　疑】
委　員

　　作業療法士とはどのようなことをするのか。

事務局

　　精神的な面も含めて、肢体不自由な方などのリハビリを行なうもの。遊びでも食事の面でも日常生

　活が上手く送れるよう手助けを行なう職である。

委　員

　　色々な領域があり、脳卒中の後のリハビリもそうであるし、精神科領域にもある。肢体不自由の方

　などの作業能力をどうやって高めるかということ。

	７　次回の人事委員会の開催


　　平成２６年９月５日（金）午前１０時から開催することとした。
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